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SUMMARY 
 

The Pacific Islands Forum has been approaching ASEAN since the late 1970s in order 

to establish economic relations. Although the Forum has continuously perceived 

ASEAN as an economic partner, it had to concentrate deepening a mutual understanding 

with ASEAN because of “racial and cultural differences” which the ASEAN countries 
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raised in the mid-1980s.  

 New situation after 2000 brings changes to Forum’s perception on ASEAN. 

With the development of Free Trade Agreements in Asia as well as the Forum region, 

ASEAN is appearing as an economic partner obtaining a new meaning to the Forum, 

that is, Free Trade Area. At the same time, a new image of ASEAN as a 

political-security space is bought to the Forum by two elements, namely political 

instability in Papua and   prevalence of transnational crime which is mainly based in 

Asia.  

 It would be possible that ASEAN as a political-security space surpasses the one 

as an economic partner in the perception of the Forum, since the former is rapidly 

increasing its reality for the Forum. How to integrate these two images of ASEAN, 

which are now situated independently in the perception of the Forum, is a critical 

question for the future direction of Forum’s diplomacy toward ASEAN. 
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はじめに 
  

オセアニアの地域機構である太平洋島嶼フォーラム(以下、フォーラムと略)１）

は、長い間、隣接する地域であるにもかかわらず、アジアに対しては関心を向

けてこなかった。1971 年の成立以来、フォーラムの関心は、主に太平洋島嶼諸

国の旧宗主国である欧米諸国や、あるいは国連や当時のＥＣといった多国間枠

組みにあったからである２）。フォーラムが地域としてのアジアに関心を向け始

めるのは、グローバルな貿易自由化の到来を受けて、生き残り戦略の一つをア

ジアとの経済関係の構築に見出した 1990年代初頭になってのことであった３）。 

こうした中にあってわずかな例外と言えるのが、ＡＳＥＡＮとの関係であっ

た。フォーラムは、ＡＳＥＡＮとは 1970年代後半という比較的早い時期から関

係を持ち、以降、今日に至るまで関係を持ち続けてきたのである。 

しかしながら、フォーラムのＡＳＥＡＮに対するアプローチは、常に一定し

ていたわけではなかった。1970 年代後半に、当時、フォーラムの事務局であっ

たＳＰＥＣ（South Pacific Bureau for Economic Cooperation・南太平洋経済協力機

構）４）の事務局長によるＡＳＥＡＮ事務局訪問によって開始されたフォーラム

の対ＡＳＥＡＮ外交は、当初こそ活発に展開されていたが、1980 年代半ばにな

ると、停滞に陥ってしまう。90 年代に入り、フォーラムの対ＡＳＥＡＮ外交は

再び活発化するが、90 年代半ばになると、フォーラムは、ＡＳＥＡＮのみなら

ず、マレーシアやフィリピンなど、ＡＳＥＡＮに加盟する各国に対しても個別

的な働きかけを積極的に展開していくようになる。そして 2000年以降、フォー

ラムの対ＡＳＥＡＮ外交は、新たな展開をみせていく予兆を示している。本稿

は、このようなフォーラムの対ＡＳＥＡＮ外交の軌跡を、フォーラムがＡＳＥ

ＡＮを自らにとって、いったいどのような意味を持つ存在として捉えてきたの

か、という点を手がかりとしながら論じることにしたい。 

以下では、このような観点から、フォーラムにとって、ＡＳＥＡＮがその時々

において、いかなる意味を持った存在として認識されてきたのか、そしてその

ような認識をもたらした要因とは何なのか、を解き明かし、そうしたフォーラ

ムのＡＳＥＡＮに対する認識を踏まえながら、フォーラムによる対ＡＳＥＡＮ 
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外交の方向性について検討し、その意味するものを考えることにする。 

 

１．経済関係構築相手としてのＡＳＥＡＮ 

  

 フォーラムの対ＡＳＥＡＮ外交は、1970 年代後半に開始されたが、フォーラ

ムのＡＳＥＡＮに対する関心は、元々、同じ地域機構であるということから、

ＡＳＥＡＮとの間で、共通関心事に関し、非公式に接触を行いたいということ

に発していた５）。このフォーラムの関心に対し、ＡＳＥＡＮ側は、ＡＳＥＡＮ

事務局とＳＰＥＣとの間に、貿易、産業開発、エネルギー、海運の分野におけ

る公式的なコミュニケーションを持ちたいという意向を示し、ＳＰＥＣ事務局

長のＡＳＥＡＮ事務局への訪問を提案したことから６）、両者の関係は、公式的

なものへと発展していくことになる。 

1979年 12月、トゥポウニウア（Mahe Tupouniua）・ＳＰＥＣ事務局長は、こ

のＡＳＥＡＮからの提案を受けいれ、ジャカルタのＡＳＥＡＮ事務局を訪問、

そして翌 1980年９月には、今度はビン・アブドラ（Datuk Ali bin Abdullah）・Ａ

ＳＥＡＮ事務局長がフィジーのＳＰＥＣ事務局を訪問し、フォーラムとＡＳＥ

ＡＮとの関係は本格的にスタートする。フォーラム側は、その後さらに、新た

に就任したグリス（Gabriel Gris）・ＳＰＥＣ事務局長がマレーシアとタイを訪問

した際、両国のＡＳＥＡＮ国内委員会を訪れて、ＡＳＥＡＮに関して意見交換

を行うなど、ＡＳＥＡＮとの関係構築に強い関心を持っているところをアピー

ルした７）。 

このようにして、当初は非公式的な接触といったレベルでの関係を考えてい

たフォーラムのＡＳＥＡＮに対する認識は、ＡＳＥＡＮ側の反応を受けて、公

式的なレベルでの関係の確立を目指すものへと変化していく。そしてその時に、

フォーラムがＡＳＥＡＮとの関係の主軸として位置づけたのが、経済関係の構

築であった。すなわち、フォーラムは、ＡＳＥＡＮを貿易や投資を通じて経済

関係を構築していく相手先として捉えたのである。 

こうした認識の下、1981 年８月、グリス・ＳＰＥＣ事務局長らＳＰＥＣの代

表は、ＡＳＥＡＮ事務局を訪問し、貿易、海運、魚製品、エネルギー、投資と
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いった具体的分野をあげたフォーラムとＡＳＥＡＮとの協力に関する提案を行

い８）、経済関係の構築とそれに向けた技術協力の提供をＡＳＥＡＮから得よう

と図る。ＡＳＥＡＮ側は、このＳＰＥＣの提案を 1982年 1月のＡＳＥＡＮ経済

閣僚会議において討議し、これらの分野に関連するＡＳＥＡＮ経済委員会にさ

らなる検討を指示した９）。 

しかし、ＡＳＥＡＮ側の両者の関係に関する認識は、フォーラムの認識とは

大きく隔たっていた。ＡＳＥＡＮ側は、両者の関係をフォーラムとは異なる次

元で捉えていたのである。 

両者の関係を公式的なものにしたいと望んだのは、そもそもＡＳＥＡＮ側で

あったが、ＡＳＥＡＮ側はフォーラムが期待しているようなフォーラムとＡＳ

ＥＡＮという地域機構同士の次元の関係ではなく、ＳＰＥＣとＡＳＥＡＮ事務

局という事務局レベルの次元での関係として捉えていた１０）。ＡＳＥＡＮの諸事

業の承認や実行に関する実際の権限は、各加盟国の国内委員会が持っており、

ＡＳＥＡＮはフォーラムとの関係をＡＳＥＡＮ事務局を窓口としたＳＰＥＣと

の情報交換といった次元で考えていたのである。したがってＡＳＥＡＮ側は、

フォーラムが関係の主軸として位置づけ、ＡＳＥＡＮに協力を求めた貿易や投

資を通じた経済関係の構築に関して、ＡＳＥＡＮとしてではなく、ＡＳＥＡＮ

に加盟する各国とフォーラムとの間でのバイラテラルなレベルで関係構築を進

めていくとフォーラムに応答した１１）。また、経済関係を構築していく上でフォ

ーラムが求めた技術協力の提供に対しても、ＡＳＥＡＮ側は、フォーラムとの

技術協力は、ＡＳＥＡＮ各国とフォーラムとの間のバイラテラルなものであり、

かつ民間部門のレベルで行われるべきものであるという姿勢をとり、ＡＳＥＡ

Ｎとして関与するつもりはないことを明らかにした１２）。ＡＳＥＡＮは、フォー

ラムが思い描くような経済関係構築の相手先として自らを位置づけてはいなか

ったのである。 

ＡＳＥＡＮ側のこうしたフォーラムとの認識のずれは、次第にＡＳＥＡＮ側

のフォーラムに対する関心の後退を招くことになっていく。そしてそれに反比

例するように、フォーラムは、なんとかＡＳＥＡＮとの関係を発展させていこ

うと、ますます熱心になっていくようになる。 
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1982 年から 1983 年にかけて、ＳＰＥＣとＡＳＥＡＮ事務局との間で接触がほ

とんど行われなかったことに、改めて関係発展への意識を強めたフォーラムは、

ＡＳＥＡＮとフォーラムとの間の投資に関する調査を実施することに決定する

１３）。また、経済関係構築に必要とされる技術協力に関しても、研修による人材

育成を目的とした「ＡＳＥＡＮ・太平洋フェローシップ計画」の創設をＡＳＥ

ＡＮ側に提案した１４）。フォーラムは、事務局長らＳＰＥＣ事務局員をＡＳＥＡ

Ｎ事務局やタイ、マレーシア、インドネシア、シンガポールといったＡＳＥＡ

Ｎ各国に派遣し、投資調査の実施と人材育成研修の実現を目指して、精力的に

働きかけを展開する１５）。 

フォーラムの働きかけによって、ＡＳＥＡＮとフォーラムの間で投資、およ

び合弁事業に関する調査が実施されることになったのは、1986 年 4 月のことで

あった。そして、同年 10 月には、この調査に基づき、ＳＰＥＣ事務局本部にお

いて、「ＡＳＥＡＮ・南太平洋投資促進に関するフォーラム」（Forum on 

ASEN-South Pacific Investment Promotion）と銘打ったセミナーが、フォーラ

ム加盟国、およびＡＳＥＡＮ加盟国の政府、民間部門の代表の参加を得て開催

された。フォーラム側は、セミナーがフォーラム首脳という高度な政治レベル

の決定によって開催されたものであることを強調した上で、「ＡＳＥＡＮと南

太平洋との間の投資・取引き関係の構築において、重要な歴史的イベントであ

り、かつ意義深い前進」であるとセミナーを評価して１６）、これを契機にＡＳＥ

ＡＮからの投資が増えることに強い期待を示した。また、経済関係構築のため

の技術協力に関しても、ＡＳＥＡＮの行う人材開発プロジェクトにフォーラム

加盟の太平洋島嶼諸国の参加が受け入れられるなど１７）、フォーラムの働きかけ

に対し、一定の進展を見ることができた。経済関係構築の相手としてのＡＳＥ

ＡＮに対するフォーラムの期待は、これによって、ますます高まっていくこと

になる。 

 

２．相互理解の深化を求めて 

 

 しかしながら、フォーラムの期待に反して、ＡＳＥＡＮとの関係は、それ以
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上思わしく発展せず、むしろ停滞といっていい状態に陥ってしまう。両者の関

係に対する認識のずれから、すでにフォーラムに対する関心を低下させていた

ＡＳＥＡＮ側が、フォーラムの関係発展に向けた積極的な働きかけに、かえっ

て警戒心を強め、これ以上、関係を発展させないよう抑制の方向に動いたから

である。 

ＡＳＥＡＮ側は、フォーラムが経済関係発展の起爆剤として期待をこめた「Ａ

ＳＥＡＮ・南太平洋投資促進に関するフォーラム」に対し、その後のフォロー

アップを講じようとはせず、フォーラムとの経済関係の発展に関心を向けよう

とはしなかった。また、経済関係構築のための技術協力の提供についても、1988

年 11 月にインドネシアのウジュン・パンダンで、ＡＳＥＡＮとフォーラムとの

間で対話の場がもたれた際、ＡＳＥＡＮ側は太平洋島嶼諸国に提供しているＡ

ＳＥＡＮ人材開発プロジェクトを資金提供―日本、技術協力の提供―ＡＳＥＡ

Ｎ、技術研修参加者―フォーラム諸国という三者協力の形で行うことをフォー

ラムに提案し、ＡＳＥＡＮとフォーラムとの間でのバイラテラルな関係の進展

を回避しようと図った１８）。 

だが、問題は、ＡＳＥＡＮ側とフォーラムとの両者の関係に関する互いの認

識のずればかりではなかった。より重要な根幹的問題として、ＡＳＥＡＮ諸国

の中に、両地域間の「人種的、文化的違い」を理由に、フォーラムと密接な関

係を構築していくことに対する強い反対が存在していたのである１９）。 

ＡＳＥＡＮ諸国の中に存在する「人種的、文化的違い」から発するフォーラ

ムとの関係緊密化に対する拒否感は、パプアニューギニアのＡＳＥＡＮ加盟申

請に対するＡＳＥＡＮ諸国の否定的態度と共通するものであった。インドネシ

アと国境を接し、「アジアと太平洋の架け橋」を外交方針としてきたパプアニュ

ーギニアは２０）、1975 年の独立当初からＡＳＥＡＮ加盟に関心を抱き、1976 年

からＡＳＥＡＮ閣僚会議にオブザーバーとして参加してきた。1981 年に、特別

オブザーバーという地位をＡＳＥＡＮから付与されたパプアニューギニアは、

1986 年にＡＳＥＡＮ閣僚会議においてＡＳＥＡＮへの加盟を正式に申請、さら

に 1989 年には、ＡＳＥＡＮ政治協力の一環である「東南アジア友好協力条約」

（Treaty of Amity and Cooperation in Southeast Asia）に域外国として初め
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て調印を行った。しかしながらＡＳＥＡＮ諸国は、パプアニューギニアが東南

アジア国家ではなく、東南アジア諸国のみに開かれたＡＳＥＡＮにはそぐなわ

ないとして、パプアニューギニアのＡＳＥＡＮ加盟申請に対し否定的態度をと

った２１）。ＡＳＥＡＮ諸国が抱く「人種的、文化的違い」からくるフォーラムに

対する違和感は、フォーラムとＡＳＥＡＮとの関係発展を阻む大きな要因とな

っていたのである。 

こうして停滞に陥ってしまったフォーラムとＡＳＥＡＮとの関係が再び動き

だすきっかけとなったのは、グローバルな貿易自由化の波の到来であった。そ

れまで貿易優遇措置によって支えられてきた太平洋島嶼諸国の経済の屋台骨が

貿易自由化によってゆるがされる事態に直面したフォーラムは、新たな生き残

り策の一つを、長い間関心を向けてこなかったアジアとの経済関係構築に見出

したのである。ＡＳＥＡＮとの関係構築は、そうした地域としてアジア全体を

視野に入れた経済関係構築の試みの文脈の中で、再び息をふきかえすことにな

る。 

1989 年７月、フォーラムは、年次会議において、ＡＳＥＡＮとのより包括的

な関係の展開に向けて新たな努力を行う決意を示し、再びＡＳＥＡＮとの関係

構築に取り組んでいく意向を表明した２２）。だが、フォーラムは、以前のように

経済関係構築の相手としてのみＡＳＥＡＮをみるのではなく、まずＡＳＥＡＮ

との間で相互理解を深めていくことに重点を置いた。ＡＳＥＡＮと経済関係を

構築していくためには、「人種的、文化的違い」といった非経済的要因が深く関

わってくることを、フォーラムは身にしみて感じていたからである。 

ＡＳＥＡＮとの相互理解を深めるためにフォーラムがとった策の一つは、人

的交流の促進であった。おりしもＡＳＥＡＮとの関係については、フォーラム

諸国の閣僚作業グループによって南太平洋フォーラムの機構全般に関する包括

的な再検討が行われたた際、ＡＳＥＡＮにおいて南太平洋フォーラムが目的を

追求していくために、フォーラム事務局長がより積極的に関与すべきであると

いう勧告がなされていた２３）。そこで 1994 年 6 月、タバイ（Ieremia Tabai）・

フォーラム事務局長はＡＳＥＡＮ事務局を訪問し、フォーラム事務局員をＡＳ

ＥＡＮ事務局に派遣して、ＡＳＥＡＮの技術的な委員会やセミナー、訓練コー
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スなどに参加させたいと要望する２４）。 

このフォーラムからの要望に、ＡＳＥＡＮ側も前向きに応対した。1995 年１

月には、フォーラムの要望にこたえ、ＡＳＥＡＮ事務局にフォーラム事務局員

を受け入れたのに続き、同年 9 月に開かれたフォーラム年次会議には、初めて

事務局長が出席し、ＡＳＥＡＮとしてもフォーラムとの人的交流には関心をも

っている姿勢を表した２５）。 

ＡＳＥＡＮからの肯定的反応を受けて、フォーラムは、ＡＳＥＡＮとの間に

定期的な対話の場を設け、人的交流をさらに発展させていこうと図る。1995 年

9 月のフォーラム年次会議で、国連総会にあわせてフォーラムとＡＳＥＡＮとの

間で合同閣僚会議を持つことが可能か、タバイ・フォーラム事務局長がＡＳＥ

ＡＮ事務局長に諮ることが決まったのに続き２６）、1998 年８月のフォーラム年次

会議では、それまでのフォーラム、ＡＳＥＡＮ双方の事務局長による相互訪問

のみならず、両地域機構の議長レベルによる相互訪問の毎年実施についても検

討されることが決まった２７）。 

こうしたＡＳＥＡＮとの間の人的交流促進の試みと並行して、フォーラムは、

1990 年代半ばから、ＡＳＥＡＮに加盟する個々の国々との個別的な関係の構築

にも乗り出していく。1997 年には、フォーラムと関係の深い域外諸国を招いた

「フォーラム・域外国対話」２８）に、ＡＳＥＡＮ諸国の中で、まずマレーシアを

招き、ついで 2000 年にはフィリピンを、2001 年にはインドネシアを招待、そし

て 2004 年にはタイをフォーラム・域外国対話に招くことに決定した。ＡＳＥＡ

Ｎ諸国のフォーラム・域外国対話への招待は、フォーラムにとって関係のある

ＡＳＥＡＮ諸国各々との直接的な関係を深めると同時に、そうした関係を通じ

てＡＳＥＡＮ諸国との相互理解を深め、ＡＳＥＡＮとの関係の発展につなげて

いこうという、ＡＳＥＡＮ諸国の「人種的、文化的違い」からくる違和感を埋

めるためのフォーラムによるいま一つの策であったと言えるであろう。 

 ＡＳＥＡＮを相互理解の深化を図らなければならない相手とするフォーラム

のこのような認識は、もともと貿易自由化への対応のためにＡＳＥＡＮと経済

関係を構築していくという目的に基づいたものであった。だが、この本来の目

的の達成は、1997 年夏に発生したアジアの通貨危機によって延期を余儀なくさ
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れてしまう。タイのバーツ暴落をきっかけにしてアジア各地に波及した通貨危

機の影響が、ＡＳＥＡＮ諸国を直撃し、大きな経済的混乱を与えたからである。

これによってフォーラムは、混乱が収まるまで、ＡＳＥＡＮとの経済関係構築

を具体的に推し進めることは凍結し、相互理解の深化に努めていくことになる。

通貨危機の発生後に、フォーラムがフォーラム・域外国対話への招待を決めた

フィリピン、インドネシア、タイといったＡＳＥＡＮ諸国は、この点を反映し

て、いずれもフォーラムとの経済関係の構築よりも、相互理解深化の面を重視

した顔ぶれとなっていた。とりわけ、インドネシアの場合は、ＡＳＥＡＮ諸国

の中での大国、またＡＳＥＡＮ事務局のホスト国として、フォーラムの相互理

解深化の意図がもっとも強く読み取れるものだったと言えよう。 

 貿易自由化の流れによって、再びよみがえることになったフォーラムにとっ

ての経済関係構築先としてのＡＳＥＡＮの存在は、こうしてアジアの通貨危機

の影響によって、そこに至りつく前の相互理解の深化を図るべき存在という段

階に留めおかれることになったのである。 

 

３．経済関係構築相手としての新たな意味づけ 

  

 アジアの通貨危機発生後、フォーラムにとって、経済関係構築相手としての

ＡＳＥＡＮの存在は、影を潜めることになった。しかしながら 2000年以降にな

って、再びフォーラムにとって、ＡＳＥＡＮが経済関係構築の相手として意識

されだすような新たな状況が展開し始めたと言える。 

 その一つが、ＡＳＥＡＮ＋３という、ＡＳＥＡＮが関わる新たな地域的枠組

みの発展である。アジアの通貨危機を契機に、1997年 12月にＡＳＥＡＮ諸国と

日本、中国、韓国の 3カ国によって設けられたＡＳＥＡＮ＋３は、1999年 11月

のＡＳＥＡＮ＋３首脳会議において、東アジアにおける経済、社会、政治、安

全保障に関する対話と協力をうたった「東アジアにおける協力に関する共同声

明」を採択、さらに 2004 年 11 月のＡＳＥＡＮ首脳会議では、東アジア共同体

実現に向けての大きな布石といえる東アジア首脳会議を翌 2005年から開催する

ことを決定した。東アジア共同体の重要な要素の一つは、東アジア自由貿易地
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域であり、ＡＳＥＡＮ＋３の東アジア共同体実現に向けてのこうした動きは、

フォーラムにとって、ＡＳＥＡＮ＋３の存在を新たな経済関係構築相手として、

そしてその一角をなすＡＳＥＡＮの存在を改めて経済関係の構築相手として、

意識させることになったと言えよう。 

 第二にあげられるのは、ＡＳＥＡＮが一方の当事者となったＦＴＡ（Free Trade 

Agreement・自由貿易協定）の締結交渉が急速に進展していることである。ＡＳ

ＥＡＮは、まず中国との間で、2001年 11月の中国・ＡＳＥＡＮ首脳会議におい

て、2010年までにＦＴＡを締結することで合意、翌 2002年 11月の首脳会議で

は、「包括的経済協力に関する枠組み協定」に調印、さらに 2004年の 11月の首

脳会議では、ＦＴＡの中核となる「モノの貿易協定」、および「紛争処理メカニ

ズム協定の合意文書」に調印した。またＡＳＥＡＮは、日本との間でも、2002

年 11 月に「包括的経済連携に関する首脳による共同宣言」を採択し、2003 年

10 月には「包括的経済連携の枠組み」に調印、2004 年 11 月にはＦＴＡの中核

となる「包括的経済連携協定」の交渉を 2年以内の決着を目標に 2005年 4月か

ら開始することで合意した。このほかにも、ＡＳＥＡＮは、2003年 10月にイン

ドとの間で 10 年以内のＦＴＡ交渉妥結を目指し、「包括的経済協力に関する枠

組み協定」に調印、オーストラリア、ニュージーランド、韓国との間でも、そ

れぞれ 2005 年からＦＴＡの交渉を開始することで合意している２９）。ＡＳＥＡ

Ｎを当事者とするこれらＦＴＡをめぐる交渉の進展は、経済関係構築の相手と

してのＡＳＥＡＮの存在に対するフォーラムの関心をかき立てるのに十分な効

果を持っていると考えられよう。 

 第三には、ＡＳＥＡＮ自身による域内経済統合の加速化があげられる。ＡＳ

ＥＡＮは、すでに 1992年１月にＡＦＴＡ（ASEAN Free Trade Area・ＡＳＥＡＮ

自由貿易地域）の創設に合意しており、1996年 11月の非公式首脳会議において、

ＡＳＥＡＮ経済地域の創設を目指す「ＡＳＥＡＮビジョン 2020」を採択してい

た。こうした域内経済統合に向けての動きをＡＳＥＡＮは 2003 年 10 月の首脳

会議においていちだんと加速させ、同会議で調印された「ＡＳＥＡＮ協和宣言

II」の中で、2020年をめどとした「ＡＳＥＡＮ経済共同体」の形成をうたった。

ＡＳＥＡＮによる域内経済統合の加速化は、フォーラムの眼前に、自由貿易地
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域という新たな様相を持った経済関係構築の相手としてのＡＳＥＡＮの姿を浮

上させたと言えるであろう。 

 そして第四にあげられるのは、フォーラム自らによる自由貿易地域化の推進

である。グローバルな貿易自由化の進展が圧力となって作用したとともに、貿

易自由化への対応としてフォーラムが試みたアジアとの経済関係構築がフォー

ラム側の貿易・投資制度の不備が一因となって振るわなかったことから、フォ

ーラムは自らの自由貿易地域化を実現すべく行動を起こす。1997 年７月の経済

閣僚会議において、フォーラム諸国間の自由貿易地域化を進めることで合意し

たフォーラムは、交渉の末、2001 年 8 月の年次会議において、太平洋島嶼諸国

とオーストラリア、ニュージーランド両国との間のＦＴＡであるＰＡＣＥＲ

（Pacific Agreement on Closer Economic Cooperation・太平洋経済緊密化協定）と

太平洋島嶼諸国間のＦＴＡであるＰＩＣＴＡ（Pacific Island Countries Trade 

Agreement・太平洋島嶼諸国貿易協定）という二つのＦＴＡの採択、調印を実現

させた。ＰＡＣＥＲは 2002年 10月に、ＰＩＣＴＡは 2003年 4月に、それぞれ

発効し、これによって、フォーラムには、将来、ＡＳＥＡＮとの間にＦＴＡを

締結することのできる可能性が広がることになった。上記であげたような状況

の展開から、ＡＳＥＡＮがフォーラムにとって自由貿易地域という新たな意味

を持った経済関係構築の相手として意識されだすようになったとしても、フォ

ーラム自らが自由貿易地域となっていない限りは、そうしたＡＳＥＡＮとＦＴ

Ａの締結といった形で経済関係を構築していくことは困難を極める。フォーラ

ムが自らの自由貿易地域化を推進したことによって、自由貿易地域という新た

な意味を持った経済関係構築相手としてのＡＳＥＡＮの存在が、よりいっそう

フォーラムの視野に入ってくるようになったのである。 

 フォーラムが、今後、こうした新たな状況の展開を受けて、ＡＳＥＡＮとの

間にＦＴＡの締結を目指していくつもりであるのか、その意思はいまだ明確に

されてはいない。しかし、2003 年３月に、インドネシア訪問を前にしたレビィ

（Noel Levi）・フォーラム事務局長が、フォーラム諸国の関心事の一つとして、

太平洋、およびＡＳＥＡＮの自由貿易地域のフォーラム諸国に与える影響をあ

げるなど３０）、フォーラムが自由貿易地域としてのＡＳＥＡＮの存在に関心を抱
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いていることが窺える。今後、フォーラムがＦＴＡの締結を目指した新たな経

済関係構築の相手としてＡＳＥＡＮを明確に位置づけていくかどうかは、ＡＳ

ＥＡＮがフォーラムに対してどのような反応を示すかに大きくかかっていると

言えよう。ＦＴＡが広くはモノ、カネだけではなく、ヒトという労働市場の解

放まで含んでいることから考え合わせると、ＡＳＥＡＮにとって、フォーラム

とのＦＴＡ締結がどのようなメリットをもたらすかという経済的要因のほかに、

「人種的、文化的違い」といった非経済的要因がどの程度までそこに意味を持

ってくるのか、そしてもしその場合は、フォーラムが行ってきた「人種的、文

化的違い」からくるＡＳＥＡＮ諸国の違和感を埋めるための努力は、ＡＳＥＡ

Ｎからどのような評価を受けるのか、といった点に注目する必要があると言え

るであろう。 

 

４．政治・安全保障空間としてのＡＳＥＡＮの浮上 

 

 2000 年以降の状況の展開は、フォーラムの前に、自由貿易地域という新たな

意味を持った経済関係構築の相手としてのＡＳＥＡＮの存在を出現させた。そ

の一方で、同時に 2000年以降の状況の展開の中から、政治・安全保障空間とい

う、それまでフォーラムが抱いてこなかった新たなＡＳＥＡＮ像も、フォーラ

ムの前に浮かび上がってきたと指摘することができる。そうした政治・安全保

障空間という新たなＡＳＥＡＮ像をフォーラムの前にもたらしているものの一

つが、パプア問題である。 

 パプアは、1969年に、「自由選択法」（Act of Free Choice）によって、オランダ

領ニューギニアから西イリアン（1973 年にイリアン・ジャヤに改名）としてイ

ンドネシアに帰属することになったインドネシアの一州である３１）。インドネシ

アで多数派を占めるオーストロネシア系住民とは人種的、文化的に異なる現地

のパプア系住民は、このインドネシアの領有に反発して、ＯＰＭ（Organisasi 

Papua Merdeka・自由パプア運動）を結成し、独立運動を展開してきた３２）。イ

ンドネシア政府は、こうしたＯＰＭに対し、武力による制圧を図り、両者の衝

突は、長年にわたって続けられてきた。 
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 いわば歴史を持つこのパプア問題がいちだんと活発化するのは、2000 年前後

のことである。1998 年５月にスハルト大統領が退陣し、その後に登場したハビ

ビ大統領の下で、インドネシアに「併合」された東ティモールが独立に向けて

急速に突き進んだことに刺激を受け３３）、イリアン・ジャヤにおいても独立運動

がより活発化し、その中で武力衝突や独立運動指導者の殺害といった事件が発

生した。インドネシア政府は、激化した独立運動を地方分権によって抑えよう

と、2001 年 11 月にイリアン・ジャヤに対し特別自治法を施行し、2002 年 1 月

に、イリアン・ジャヤはパプア特別州と改められた。しかしながら、パプアの

情勢はそれ以後も安定せず、インドネシア国軍は武力による鎮圧を続けている。 

 フォーラムにとって、パプアは、現地のパプア系住民がフォーラム加盟国で

あるパプアニューギニアに居住するパプア系住民と人種的、文化的には同じと

いう、本来的には「地域の一員」である。1828 年にオランダがニューギニア島

西半分を領有したことから、結局はインドネシアに領有されることになり、フ

ォーラム諸国とは別々の道を歩むことになったパプアではあったが、フォーラ

ムに先立って設立された地域機構である南太平洋委員会（South Pacific 

Commission）３４）には、1962 年にオランダが西イリアン領有を放棄したことに

よって南太平洋委員会から脱退するまで、「地域」として含まれていたのだった。 

 しかしながら、こうしたつながりがあるにもかかわらず、フォーラムは、パ

プア問題に関し、2000 年までは公けに関心を示してこなかった。加盟国である

オーストラリア、パプアニューギニアの二カ国が、フォーラムの場でパプア問

題を取り上げることに反対してきたからである３５）。インドネシアを隣国とする

この二カ国は、インドネシアとの間に摩擦が生じることを恐れていたのであっ

た３６）。 

 このようなフォーラムのパプア問題に対する姿勢に変化が見られるようにな

るのは、2000 年のことである。先に述べたように、独立運動の激化とそれに対

するインドネシア政府の武力鎮圧によってパプアの情勢がいちだんと不安定化

したことが一つの要因であるが、もう一つの要因として、フォーラムがそれま

での地域紛争に対する姿勢を非関与から関与へと転換したことがあげられる。

フォーラムは、その多くが加盟国のエスニックな問題と絡む地域紛争に対し、
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基本的に国内問題として関与を避けてきたが、2000 年に相次いで発生したフィ

ジーとソロモン諸島におけるクーデターを契機として、同年 10月の年次会議に

おいて、地域紛争への関与をうたったビケタワ宣言（Biketawa Declaration）を採

択するにいたった３７）。ビケタワ宣言は、あくまでもフォーラムの域内で発生し

た紛争を対象としたものであったが、この方針転換が「周辺地域」の紛争に対

するフォーラムの関心にも影響を及ぼしたと考えることができる。 

 ビケタワ宣言が採択された同じ 2000 年の年次会議において、フォーラムは、

インドネシア政府、当局、分離主義グループに対話と協議によって平和的に違

いを解決するよう求める最終声明を採択したのを皮切りにして３８）、パプア問題

に対し関心を示していく。2003 年 3 月に、レヴィ・フォーラム事務局長がイン

ドネシアを訪問した際にも、パプア問題が取り上げられ、現地パプア系住民の

福祉について言及が行われるなど、フォーラムがこの問題に関心を抱いている

ことが示された３９）。同じ「周辺地域」のニューカレドニアや仏領ポリネシアに

関して、フォーラムが現地や宗主国のフランスに訪問団の派遣の計画、および

実施を行ったり、国連などの場で問題を提起したりしていることから比べれば

かなり差があり、また、フォーラム加盟国の中にパプア問題に関して温度差が

存在することから、フォーラムの関心が永続的といえないものであるとはいえ、

本稿の文脈から言えば、フォーラムがパプア問題に関心を示したことの意味す

るものは大きいと言える。インドネシアは、フォーラムにとって、「フォーラム

とＡＳＥＡＮとの間の架け橋」４０）として位置づけられており、パプア問題を窓

口として、フォーラムの前に、それまで経済関係構築の相手としてしかみてこ

なかったＡＳＥＡＮに、政治・安全保障空間という新たな姿が広がることにな

ったからである。 

 政治・安全保障空間という、フォーラムにとっての新たなＡＳＥＡＮ像は、

また、トランスナショナルな犯罪という、もう一つの要因によっても、もたら

されていると言うことができる。 

 1990 年代から、フォーラムでは、麻薬の栽培や密輸、銃の密輸、それに関連

した域外の犯罪組織によるマネー・ロンダリング（資金洗浄）といった、地域

横断的な犯罪の増加が問題となっていた。こうしたトランスナショナルな犯罪
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に対し、フォーラムは、1992年７月にホニアラ宣言（Honiara Declaration・正式

名称は、法執行協力に関する南太平洋フォーラム宣言｛Declaration by the South 

Pacific Forum on Law Enforcement Cooperation｝）を採択し、容疑者引渡しや犯罪

捜査における相互支援、麻薬の密輸やマネー・ロンダリングに関する法の制定

など、フォーラム一体となって対処する姿勢を打ち出した４１）。さらに、フォー

ラムは、1997年 9月には、アイトゥタキ宣言（Aitutaki Declaration・正式名称は、

地域的安全保障協力に関するアイトゥタキ宣言｛Aitutaki Declaration on Regional 

Security Cooperation｝）を採択し、麻薬密輸などのトランスナショナルな犯罪を

地域的安全保障に対する直接的な危機の一つとして位置づけ、地域的安全保障

協力によってそれらに対処するための指導原理を定めた４２）。 

 2000 年以降、フォーラムのこうした地域的安全保障協力に関する政策は、い

っそうの展開をみる。先にあげたように、2000 年 5 月のフィジーにおけるクー

デター、翌月のソロモン諸島におけるクーデターの発生をきっかけに、同年 10

月には、地域紛争への関与の際の指導原理と行動手順を定めたビケタワ宣言が

採択された。こうした流れは、アフガニスタンからのボートピープルの急増と

密入国４３）、そして 2001年 9月のアメリカにおける同時多発テロ事件を受けて、

さらに広がっていく。 

 2002 年 8 月、フォーラムは、年次会議において、ナソニニ宣言（Nasonini 

Declaration・正式名称は、地域的安全保障に関するナソニニ宣言｛Nasonini 

Declaration on Regional Security｝）とよばれる宣言を採択した。この宣言では、マ

ネー・ロンダリング、麻薬密輸に加え、テロ、テロリストの資金調達、ヒトの

密入国、人身売買などが「重大な犯罪」としてあげられ、こうした犯罪にフォ

ーラム加盟国が法制化と国家的戦略をもって臨むことがうたわれていた４４）。さ

らに、2002年 10月のインドネシアのバリ島における爆弾テロ事件の発生を受け

て、フォーラムは、太平洋トランスナショナル犯罪調整センター（Pacific 

Transnational Crime Coordination Centre）の設立に続き、テロ対策ワーキンググル

ープを立ち上げるなど４５）、よりいっそう地域的安全保障協力を進めていく。 

 このようにフォーラムが地域的安全保障協力によって立ち向かおうとしてい

るトランスナショナルな犯罪とみなされている事件は、実は域内よりも域外、
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すなわち端的にはＡＳＥＡＮ地域を含むアジアがその根拠地とされている場合

が多い。フォーラムにとって、トランスナショナルな犯罪に対する域内協力の

みならず、域外との協力も不可欠になっていると言うことができよう。この点

に関して、2003 年 3 月のＡＳＥＡＮ事務局訪問時に、レヴィ・フォーラム事務

局長は、フォーラムとＡＳＥＡＮとの重要な共通問題として、トランスナショ

ナルな犯罪、ヒトの密入国、テロをあげ、こうした問題に関し、ＡＳＥＡＮと

の協力を模索していこうという姿勢を示した４６）。さらに 2004年 7月には、レ

ヴィ・フォーラム事務局長の後任のアーウィン（Greg Urwin）・フォーラム事務

局長が、テロ対策法制化に関連して、東南アジアのイスラム・テロ組織のネッ

トワークに太平洋の国内集団が呼応していく危険性について強い警戒感を表し、

テロ問題に関して東南アジアとの関係を注視していることを明らかにした４７）。 

今後、このようなトランスナショナルな犯罪に関して、フォーラムとＡＳＥ

ＡＮとの間で、警察、税関、入国管理、検察などの面における協力が進められ

ていくことが予想される。トランスナショナルな犯罪を媒介とした政治・安全

保障空間としてのＡＳＥＡＮの姿の出現は、それにともなって、よりいっそう

はっきりとした輪郭をあらわすことになると思われる。 

 

おわりに 

 

 フォーラムの対ＡＳＥＡＮ外交は、フォーラムにとってＡＳＥＡＮがどのよ

うな意味を持つ存在かという認識を反映し、展開されてきた。フォーラムにと

って、ＡＳＥＡＮとは、そもそも経済関係構築の相手として認識され、それは

現在に至るまで、基本的には変わっていないと考えることができる。 

 しかし、そうしたフォーラムのＡＳＥＡＮ認識とはうらはらに、フォーラム

がＡＳＥＡＮと経済関係を築いていこうとした時に突き当たったのが、ＡＳＥ

ＡＮ諸国が抱く「人種的、文化的違い」を理由としたフォーラムに対する違和

感という問題であった。フォーラムは、これに対し、ＡＳＥＡＮとの間に相互

理解を深めていくことで対応しようと図る。ただ、ここで改めて留意しなけれ

ばならないのは、フォーラムによるＡＳＥＡＮとの「人種的、文化的違い」か
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らくる違和感を埋めるための努力は、あくまでもＡＳＥＡＮとの経済関係構築

を目的としたものであったという点である。2000 年以降のフォーラムとＡＳＥ

ＡＮを取り巻く経済状況の新たな展開の中で、フォーラムによるＡＳＥＡＮと

の「人種的、文化的違い」からくる違和感を埋めるための努力が意味を持って

くるとしても、それはやはり経済関係構築という文脈に基づいたものであるこ

とに変わりはないことを押さえておく必要があるであろう。 

 このようにＡＳＥＡＮを経済関係構築の相手として認識するフォーラムは、

今後もＡＳＥＡＮとの経済関係構築に向けて外交努力を展開していくものと思

われる。だが、そうしたフォーラムのＡＳＥＡＮとの経済関係構築に向けての

外交努力よりも、それを上回るスピードで、政治・安全保障空間としてのＡＳ

ＥＡＮの存在の方が、フォーラムにとって、より実態を帯びてくるようになる

可能性がある。 

 フォーラムが、今後、自由貿易地域という新たな意味を持ったＡＳＥＡＮと

経済関係を構築していこうと努めたとしても、その進展は、ＡＳＥＡＮがそう

したフォーラムの試みに対し、いかなる反応を示すかに大きくかかっている。

ＡＳＥＡＮ側がフォーラムを同様に経済関係構築の相手とみなさない限り、経

済関係構築相手としてのＡＳＥＡＮ像は、フォーラムにとって、バーチャルな

次元にとどまるものとなる。その一方で、政治・安全保障空間としてのＡＳＥ

ＡＮの存在は、フォーラムにとって、望むと望まないとに関わらず、ますます

急速に大きなものとなってきている。とりわけ、トランスナショナルな犯罪の

広がりとそれに対するフォーラムによる地域的安全保障協力の展開は、政治・

安全保障空間としてのＡＳＥＡＮの存在を、いちだんと現実的な意味合いを持

った実態に近づけつつあると言えるであろう。こうした政治・安全保障空間と

してのＡＳＥＡＮの存在は、鳥インフルエンザや津波といった、ＡＳＥＡＮ地

域が関係するフォーラムの安全保障にとって新たな脅威となる問題の出現によ

っても、いっそう強められていくことになるかもしれない。 

 長く望みながらも必ずしも実態となりえていない経済関係構築の相手として

のＡＳＥＡＮと、自ら望んだわけではないが急速に存在感を増している政治・

安全保障空間としてのＡＳＥＡＮと、フォーラムの認識の中では重なり合って
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いないこの二つのＡＳＥＡＮ像が、いかにして統合されていくのか、フォーラ

ムによる対ＡＳＥＡＮ外交の今後の方向性にとって、この点が重要な意味を持

つと言える。 

 

 

＊本稿の一部は、2004年 10月 17日、日本国際政治学会 2004年度研究大会トランスナ
ショナル分科会 II「海域アジアと豪州・オセアニアのトランスナショナルな共存可能性」
において、「オセアニアから見たアジアー太平洋島嶼フォーラムの対アジア外交」と題

して報告された。 
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